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要 　　　約

本研究では，戦後の医療制度の再編が行われた����（昭和�	）年から病院出産が成立した����（昭
和��）年までの約�	年間を中心に，医療制度や医療政策および母子保健政策関連資料等を基に，出産
の直接介助者が変更した要因を明らかにした．
その結果，出産介助者が変更した要因は主に �つがあげられた．�つめは，総助産婦数の減少で

あった．これは開業助産婦数の減少と病院勤務助産婦数の抑制であり，なかでも開業助産婦数の減少
は �回大きく激減し，�回目は��
�（昭和��）年の急激な減少であった．この時期は国民皆保険と医
療金融公庫により私設産婦人科病院の拡大が図られた時期であった．また嘱託医拒否問題も開業助産
婦の運営維持に深刻な影響を与えた．�回目は��

（昭和��）年であり，この年は丙午の影響を受け
て出生数が�
��	�
人減少したためであった．�つめは，母子保健法が契機となった．同法により施

設出産が奨励され，医師による定期的な妊婦健診が義務化された．また同法を受けて母子保健管理の
徹底が強調された．さらに母子管理委員会により出産の異常性が強調され，出産は医師の常在する施
設で行うことが教示された．�つめは，産婦人科医の増加と産婦人科病院の拡大であった．これらに
関する諸政策がほぼ同時期に重複することで，出産介助者の変更は達成したといえる．

緒 言

�		�年現在，日本における出産の����％は病院ま

たは診療所で行われている��．そこでは超音波診断
による妊婦健診や分娩監視装置による分娩管理等，
医療機器を介在とした出産管理が一般的である．
こうした医療機器を用いた妊産婦管理が普及した

のは，出産が自宅から病院に移行した��
	年代半ば
からであり，近代的な施設を求める妊産婦の嗜好の
変化と出産に対する医療費の低価格化がその要因で
あったという��．そしてこの出産場所の移動が出産
介助者の変更につながり，「お産の介助者を女性（助

産婦）から男性（医師）へと変えてしまった」��た
めに，これを藤田は「第 �次お産革命」と名づけた．
すなわち藤田は，出産が自宅から病院へと急速に移
動したことで，出産介助者も女性の助産婦から男性
の産婦人科医へと変更し，それが出産の医療処置を
誘引する契機になったと指摘した．
また戦後からみられた助産婦の急激な減少も，医

療機器の介入に拍車をかけたという��．病院出産が

急増しているにもかかわらず，病院勤務の助産婦が
確保できないためであった．その結果，「自然分娩は
『装置に取り囲まれた出産』の様相を呈するに至っ
ている」と船橋は論考している．
しかし��
	（昭和��）年の助産婦の就業者数は約

���			人であり，同年の出生数が��
	
�	��人であ
ることから，単純計算しても助産婦 �人が �年間に
介助する出産数は�	件と少数である．助産婦が出産
施設に勤務場所を移動して出産介助を行えば，場の

移動は起こっても，人の変更には至らなかった筈で
ある．
この時期，助産婦数が充足していたにもかかわら

ず，病院出産の出産介助者が助産婦から産婦人科医
へと変更したのは，助産婦が病院出産を行う施設へ
移動しなかったためであると考えられる．助産婦
は，どういった理由から出産施設に移動するのを思
い止まったのか．また��
	年代半ば以降からの，総
助産婦数の急激な減少を招いた要因は何であったの
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か等，出産介助者の変更を確立した要因がいまだ明
確に提示されていない．
そのため本研究では，病院出産の成立には必須条
件であった出産介助者の変更を成立させた要因を明

らかにする．
なお本研究で用いる出産介助者とは，分娩介助と
いう狭義の意味を指すのではなく，妊娠から産褥 �

か月までの全出産過程において管理を行う者をいう．

研 究 方 法

研究方法としては，主に文献収集・資料探索とそ
れらの資料分析を行った．諸資料は，戦後の医療制
度の再編が行われた����（昭和�	）年以降から，病
院出産が成立した����（昭和��）年までの約�	年間

を中心に，その間に報告された母子保健政策と医療
政策に関連する文献および諸資料を機軸に収集し，
その他助産婦，産婦人科医の出産に対する考え方や
医療機関数の変遷に関する文献・資料も検討資料と
した．
分析は，戦後の医療制度が再編され，医療機関の

体制が整備されていく動向を追い，その間に制定さ
れた諸制度のなかで病院出産に向けた基盤となる制
度を検討した．また厚生行政の元で行われた母子保

健に関する政策について，とくに開業助産婦や産婦
人科医に関する諸制度や母子衛生・保健に関する諸
政策の動向を探り，それがどういった影響を出産介
助者に与えたのかを明らかにした．
分析に用いた �次資料群は，母子保健政策および

助産婦，産婦人科医の出産に対する考え方に関する
資料として，『助産婦』（����年����	年の全��巻），
『助産婦雑誌』（����年����	年の全��巻），『日本産
科婦人科学会誌』（����年����	年の全��巻），『産
婦人科治療』（����年����	年の全�	巻），『臨床産

婦人科』（���
年����	年の全��巻），『産科と婦人
科』（����年����	年の全��巻）を用いた．就業助
産婦数の変動を明らかにする資料としては，『衛生
年報（����年���
	年）』『衛生行政業務報告・就業
助産婦数，就業場所別（��
�年����	年）』を用い
て，就業助産婦数および就業場所別人数の推移を明
らかにした．戦後の新制助産婦養成数の推移は，『看
護六法』『看護関係統計資料』（����年����	年の��

巻）を用いて，新制助産婦学校養成所設立以降の学

校数と養成者数の推移を明らかにした．医療制度や
医療機関の変遷に関する資料としては，『日本医師会
雑誌』（����年����	年の全��巻），『日本産婦人科
学会社会保険委員会社会保険診療疑義解釈集』『公
衆衛生』『厚生の指標』（��巻）等を用いて出産に対
する医療政策の変遷を明らかにした．また戦前から

戦後にかけての助産婦の動向を知るために，����年
�����年（�	年間分）の未公開文章である「広島県
産婆会議事録，福山産婆会議事録・資料，鞆産婆会
議事録・資料」（全�����枚）と，『大日本産婆会資料』

および『日本助産婦看護婦保健婦協会ニュース』と
『櫻陰（東京大学医学部産婦人科学教室櫻陰同窓会
誌）』（����年�����年）を �次資料として用いた．
さらに旧制助産婦制度により資格を取得した助産婦
�人を対象に聞き取り調査（�
時間）を行い，資料
の補足を行った．

研究結果および考察

�．総助産婦数の減少と医療法の諸制度

出産介助者の変更は，総助産婦数の減少が大きな

影響を与えた．それは開業助産婦数の急激な減少に
よるものであった．
　（�）嘱託医制度と開業助産婦との関係

���
（昭和��）年，政府は ���の医療改革によ
り医療制度審議会を設け，医療機関の整備改善方策
を打ち出した．その �つが医療に関する法，制度を
大きく改革することであり，����（昭和��）年 �月
には旧規則の「産婆規則」が新たに「助産婦規則」と
して改称された．それに伴って「産婆」を「助産婦」

という名称に変更し，翌年 �月には「保健婦助産婦
看護婦法」の制定によって保健婦，助産婦，看護婦，
准看護婦の身分を明記した．新制助産婦は看護学校
を卒業していることが条件となり，厚生大臣の指定
した学校において看護婦の国家試験を合格した後，
新たに助産婦の国家資格を取ることが義務づけられ
た．これにより看護婦の資格も有することから，新
制助産婦の多くは病院での勤務を希望したという．
他方，旧規則の元で産婆の免許を取得した場合も，
本人が病院勤務を希望した場合，看護業務はできな

いが助産婦としての病院勤務は可能であった．また
開業権は保障され，免許の申請をすれば従来通りの
開業が維持できた ��．
こうした看護職の制度改革以外に，当時の医療制
度の根拠法規であった「国民医療法」全般について
も，再検討が進められた．それが国民医療法の廃止
に伴い新設された「医療法」（法律第�	�号）である．
同法により医療機関の管理，設備，ベッド数，医療従
事者の職種や人員数等が細かく規定され，医療機関

のあり方が具体的に提示された．なかでも開業助産
婦に影響を与えたのは同法第 �章第��条にある〔嘱
託医師〕の条項である．ここでは「助産所の開設者
は，嘱託医師を定めて置かなければならない」と定
めてあり，これを受けて，第 �条〔開設後の届出事
項〕が法律で義務づけられた．この法律が施行され
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たことで，助産所を開業する際は，嘱託医師の住所，
氏名および嘱託医師となる旨の承諾書および免許の
写しが必要になり，これにより助産婦が開業する際
の条件が明文化されたのである．

つまり医師が比較的充足している都市部では，嘱
託医の確保が比較的容易であったが，医師数が絶対
的に不足している郡部では，嘱託医を探すのも困難
な状況であった ��．また嘱託医が依頼できたとして
も，毎月一定額の委託嘱託医料の支払い交渉が必要
であり，出産件数が不安定な状況ではその支払能力
も問われることになった．地域によっては産婦人科
医師会の申し合わせによって，常時一定の委託嘱託
医料を支払わなければ嘱託医を拒否することを決定

し，産婦人科医達に終始徹底するよう通告するとこ
ろもあった ��．反対に複数の産婦人科医が存在した
場合も，どちらか一方に嘱託医を依頼するのかを決
めるのは，その後の人間関係を考えると難しかった
という	�．さらに当時開設が急速に進んだ母子健康
センターでも嘱託医拒否問題は深刻であり，この制
度は助産婦が主体となって運営する出産施設には厳
しい条件設定となった �）．すなわち医療法に嘱託
医制度が明文化されて以降，この制度は開業助産所

の運営に影響を与えたといえる．
その結果，医療法制定以降の就業助産婦数および
就業場所別人数の推移をみた場合，「��
�（昭和��）
年」と「��
�（昭和��）年」の �回，急勾配で下降
している（図 �）．�回目は開業助産婦��			人，出
張助産婦��			人の減少であることから，開業助産

婦の廃業であることが分かる．この頃は国民皆保険
と医療金融公庫により，個人経営の産婦人科病院や
診療所数が急増した時期でもあった．また母子健康
センターの設立も急進したことから，出産が病院や

母子健康センター等の出産施設に移動し，それが開
業助産婦数の減少を招いたと考えられる．

�回目は約���			人の減少であった（表 �）．と
くに，この減少傾向は助産所開設者に顕著であり，
全助産所開設者の半数が減少している．この年の出
生数は丙午の影響を受けて�
��	�
人の減少であっ
たことから，急激な出生数の減少が助産所運営を困
難にしたためであると考えられる．
なお今回の研究では����（昭和�
）年以前の，助

産婦就業場所別数を示す資料を見つけることが出来
ず，この間に減少した要因が何であったのかを明ら
かにすることは出来なかった．
　（�）定員規定と新制助産婦学校養成所数との関係

日本で始めて新制助産婦学校養成所が開設された
のは����（昭和��）年であった．これにより助産婦
の資格を取得するには高校卒業後に看護学校 �年課
程を卒業し，その後 �年間助産婦学校で学び（法律
では 
カ月以上となっている），国家試験を合格する

ことが義務づけられた．従来の教育期間に比して，
就学期間が長期化されたのである．
しかしその一方で，就学期間が長期化されたにも
かかわらず，新制助産婦学校養成所数は僅かな数で
あり，開設当初は全国で �校しか開設されなかった．

図 � 　就業場所別助産婦数
注�）出典：����年～����年までは衛生年報、����年以降は衛生行政業務報告就業助産婦数、就業場所別より著者作成。
　�）「保健医療機関」は「病院」「診療所」を示す。
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表 � 出生数、産婦人科医療施設数と医師・助産婦数の推移

そして�	年後の��
�（昭和�
）年でもようやく��校
が開設されたに過ぎなかった（表 �）．定員数，入学
者数共に��			人を超えたのは，新制助産婦学校養
成所開設後�	年目の����（昭和��）年であった．つ
まり助産婦の養成期間は長期化したが養成所数は僅
かであったために，新制助産婦の増員は極めて緩や
かになったのである．
その結果，���	（昭和��）年の衛生行政業務報告

によると �
�，��歳以上の助産婦数は���	��人と全体

の����％を占め，��歳以下の助産婦数は�����人と極
端に少なくなり，その後の世代交代が上手く図られ
なかったといえる．また医療法に定められている定

員規定において病院・診療所に勤務する医療従事者
の中で，助産婦の定数は「適当数」と表記されたた
めに，医療再編に伴う医療職人材育成強化の対象職
種に入らず，新制助産婦学校養成所設立の抑制にも
影響を与え，他の医療職に比して極端に少ない養成
者数になったことも考えられる．そして養成される
人数が少ない新制助産婦と旧制助産婦との世代交代
が上手く行えなかったために，さらなる総助産婦数
の減少を招いたのであった．

�．助産婦の職場環境と助産婦希望者数の減少

病院出産の増加に伴って，病院で勤務する助産婦
も徐々に増加していった．病院勤務を希望したの
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表 � 新制助産婦学校養成所入学状況（年次別）

は，その殆どが看護婦の資格を有する新制助産婦で
あった．医療法の制定により，病院で勤務する助産
婦には看護婦の資格を有することが義務付けられた

ためである．だが戦後に開設された新制助産婦学校
養成所数は僅かであったことから，育成される新制
助産婦数も当然少ない人数であった．その一方で，
旧制助産婦が病院勤務を希望した場合，まずは看護
婦の資格を取得することが必要であり，まだまだ家
庭出産の割合が多い時代では，新たに看護婦の資格
を取ってまで病院勤務を希望する助産婦は少なかっ
たという．つまり総助産婦数は充足していたが，病
院勤務が可能な新制助産婦数または看護の資格を有

する旧制助産婦数が少ないために，急増する病院出
産に対応するだけの病院勤務助産婦が絶対的に不足
していたのである．
その結果，少人数の助産婦による過度の出産介助

は助産婦の過重労働に直結した．保健婦助産婦看護
婦法�	条により，助産婦の権利である助産婦の業務
権と助産婦の報酬請求権が定められている．ここで

は助産婦以外の者（医師と旧規則による助産婦を除
く）が，助産または妊婦，褥婦，新生児の保健指導
をなすことを業とすることは禁じているため，もし
助産婦以外の者が実施した場合，同法��条により重
い罰則を受けることが明示されているためであっ
た ���．つまり助産婦以外に急増する病院出産の分娩
介助に対応する以外方法がなく，これが労働環境の
劣悪化につながったのである．また助産業務にくわ
えて看護業務が加担されたことも，さらなる過重労

働を招いた ���．そして労働条件が悪いために希望者
数が減少し，希望者数が少ないために労働環境が改
善されないという悪循環を招いた．
さらに助産婦の採用条件にも矛盾があった．助産
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婦という職種が医療機関には設置されず，給与待遇
も看護婦より悪かった．助産婦は看護婦の資格を取
得後，�年間の専門教育を受けて就職をする．しか
し �年余分に就学したとしても，看護学校時代の同

級生より �号俸下という身分保障でしかなかった．
そのため病院勤務の助産婦は，劣悪な労働環境と未
確立な身分保障の中で勤務する状況であったが，そ
れらの改善はなかなか図られなかったという���．
その結果，��
	（昭和��）年末の就業助産婦数は

������人であったが，���	（昭和��）年には���	��人
と�	年間で�����	人の大幅な減少となった（表 �）．
また前述した新制助産婦学校養成所数の抑制だけで
なく，同養成所の受験者数が定員に満たないことか

ら，病院で勤務する助産婦数の定員不足に拍車をか
け，助産婦の人手不足は益々深刻化していった．
充足されない人員による出産介助のあり方は，病

院で勤務する助産婦の存在意義を変化させていった．
自宅出産が中心に行なわれていた頃は，助産婦と妊
産婦，およびその家族との人間関係は濃厚であり，
出産介助だけでなく家族全員の健康相談も受けてい
たという．しかし病院に勤務するようになった助産
婦は �時間毎の �交替勤務になり，出産介助そのも

のへの関わり方も難しくなった．従来の長期的，短
期的な一連の出産経過をみることが助産婦の介助方
法であったが，病院の勤務体系に沿うことで入院中
の極めて短い期間での関わりになったのである．そ
れが妊産婦と助産婦の人間関係も変化させていった
と考えられる．
以上のことから，一向に改善されない職場環境と

身分保障，および助産婦の専門性が発揮できないこ
とにより，助産婦を希望するものが減り，総助産婦

数の減少に拍車をかけたといえる．

�．周産期母子管理の方針と助産婦の役割期待

出産の総助産婦数の減少と，医師による妊婦健診
が奨励されるなか，出産に対する考え方が変化した．
それは母子管理委員会の方針が影響を与えたもので
あった．
　（�）助産婦対策に向けた助産婦制度委員会の発足

助産婦への処遇改善がなされず，極端に助産婦数

が不足したことから��
�（昭和��）年，日本産科婦
人科学会は助産婦制度委員会を設け，助産婦職種の
確立と待遇改善等の検討を行った．ここでは助産婦
数の不足，助産婦の身分保障，職場環境の改善等が切
望され，逼迫する助産婦不足への対応が検討された．
　（�）母子管理委員会の発足と周産期母子管理の

方針

病院や診療所における助産婦不足の改善が検討さ

れるなか，その一方では，「厚生省の諮問を受けた病
院長会議の中には助産婦という職種を設けない方が
いい」「社会的にも助産婦の職種は良いと認められて
いない」「又現在の状況では施設分が主であり，それ

程助産婦の技術が医師からも認められていない」���

等，助産婦職存続の必要性を問う意見も出始めた．
また昭和�	年代後半から急増した母子健康センター
等，助産婦が主体となって運営する出産施設に対し
ても，助産婦が行う分娩は危険であるために廃止す
べきであるとの声もあがり始めた���．正常な妊娠・
出産であっても，突発的な異常の予測が困難である
という考えからであった．他方，助産婦の増員を希
望する医師であっても，出産管理の責任を医師と助

産婦のどちらが持つかについては，産婦人科医に
よって意見が二極分化した ���．
そのため���	（昭和��）年 �月，産婦人科医らの
対立する意見を受けて，自治医科大学産婦人科教授
松本清一を委員長とした母子管理委員会が発足した．
これは助産婦制度委員会から発展したもので，助産
婦と医師の職域や役割について検討することを目的
にしたものであり，全��人の産婦人科医によって構
成された���．

同委員会により周産期母子管理に対する基本的な
考え方が討議され，「分娩というものは常に正常と
共に異常になる可能性の �面を持つもので，管理に
はこの �面性に対応できる態勢が必要であることが
強調された」�	�のである．つまり正常出産は，異常
出産の可能性を内包するため，異常に対する管理が
必要であると結論づけられたのである．そのための
具体案としては，��分娩は原則として医師が常在す
る医療機関，��全ての妊産婦は最新の医学に基づい

て処置される，��医療機関は正常・異常の両面に対
応できる，��周産期母子管理の徹底���，が提唱され
た．そして，分娩を医師の常在する施設で行うとい
う方針は，将来原則的には助産所での分娩を認めな
い解釈であることに多くの委員が同意した．
すなわち，ここで出産に対する捉え方が，「正常」

から「異常」へと転換され，出産の正常性よりも，
出産に伴う異常の可能性，それも緊急処置が必要な
異常事態への対応が強調されたことで，出産は医学

的管理の元に位置づけられていったと考えられる．
こうした医師の認識は，その属する文化や個人の
経験から乖離して存在するとは考えにくい．当時の
妊産婦死亡が欧米よりも数倍高い値を示し，その主
な死亡原因が子癇発作や出血など，異常出産の中で
も急激に変化する症例が多かった時代的背景を考え
れば，出産の異常性を強調し，救急処置の対応がで
きる病院出産を奨励したのは当然であったといえよ



病院出産に伴う出産介助者の変更とその要因 ���

う．そして，この緊急時への対応が，妊婦やその家
族が病院出産を希望する大きな理由になったと考え
られる．
なお今回の調査では，なぜ周産期母子管理委員会

に助産婦が入らなかったのか，その理由を明らかに
することは出来なかった．
�．総医師数の増加と地域的偏在の是正

病院出産の成立には，全国的な産婦人科病院の拡
大が急務であった．それを達成させたのは，医学部
の増設による医師養成者数の増加，産婦人科医師数
の増加と産婦人科施設数の拡大であった．
　（�）医学部の増設による養成医師数の増加

厚生省は，国民皆保険制度の確立に伴って，総医

師数の増加と病院の拡大が最重要課題であったとい
う．そのため��
	（昭和��）年度から，医学部の入
学定員の増加を図った．医療保障機能の進展と生活
水準の向上に加え，人口の老齢化等による疾病構造
の変化から，地域的な偏在の解消を図り，全国民に
均一な医療サービスの提供を目的とした．
そのため���	（昭和��）年からは医学部の設置が
認められ，����（昭和��）年からは医療需要の増大
に対処しつつ，医師の地域的偏在の是正および地域

医療水準の向上に資するため，無医大県解消計画が
進められた．これにより����（昭和�
）年には，国・
公・私立大学医学部の定員は���
	人（防衛医科大
学の入学定員�	人と大阪大学の第 �次入学定員�	人
を含む）と大幅な医師養成者数の増加となり，���	

（昭和��）年に定められた「医師を確保する」という
行政目標が達成された �
�．その結果，医師養成者数
および定員数の増加は助産婦数に比して顕著に増加
した．

　（�）産婦人科医師数の増加と産婦人科病院の拡大

医師養成者数の拡大に伴い，産婦人科医師数も増
加した．����（昭和�	）年は�����	人であったが，
その後徐々に増加傾向を示し，��
	（昭和��）年は
������人，��
�（昭和�	）年は���	��人となり，�	
年間で約��			人が増加した（表 �）．またこの間，産
婦人科病院は約�		施設，産婦人科診療所は約��			

施設の増加となった．とくに，�	床以上の収容規模
を有する産婦人科病院の増加は，病院出産への移行

に伴う増設が反映したものであったと考えられる．

結 語

総じて，戦後に起こった出産介助者の変更は戦後
の医療制度再編に伴う政策転換であり，「総助産婦
数の減少」「医師による周産期管理の徹底と施設出
産の奨励」「出産の異常性の強調」「産婦人科医の増
加と産婦人科病院の拡大」等，それらに関わる諸制
度が複合的に連動したことで達成したものであった
といえる．また出産に対する医学的管理は，妊婦や

その家族にとっても当時の高い妊産婦死亡率や乳幼
児死亡率を考えればそうした政策による病院出産の
奨励は安心して出産ができるという福音であったに
違いない．

文 　　　　　献

�）母子衛生研究会．母子保健の主なる統計．母子保健事業団，東京，��，����．

�）藤田真一．お産革命．朝日新聞社，東京，�����，����．

	）藤田真一．お産革命．朝日新聞社，東京，�
�
�，����．

�）船橋惠子．赤ちゃんを産むということ．��ブックス，東京，�	���，����．

�）西川麦子．ある近代産婆の物語．桂書房，東京，���，����．

�）五味文郎．嘱託医と助産婦をめぐって．助産婦．��（��），��，���
．

�）伊藤隆子．助産婦の立場からみた母性保健．助産婦雑誌．��（�），��，���	．


）青柳かくい．嘱託医師と助産婦をめぐって．助産婦雑誌．��（��），��，���
．

�）三平勝．大沢町母子健康センターを見学して，助産婦．��（��），��，����．

��）厚生省大臣官房統計情報部．衛生行政業務報告．�	�，����．

��）助産婦業務要覧．日本看護協会出版，東京，����	，����．

��）山岸洋子．新しき命を得て．櫻蔭．東京大学産科婦人科学教室櫻蔭同窓会．��，	��	�，����．

�	）柴田すみ子．助産婦の座を守るために．櫻蔭．東京大学産科婦人科学教室櫻蔭同窓会．��，		，����．

��）助産婦制度委員会報告．日本産科婦人科学会誌．��（�），	��，���	．

��）川上博．助産婦制度委員会報告．日本産科婦人科学会誌．��（��），�	��，����．

��）竹内繁喜．産科医として、これだけの仕事は助産婦に任せられる．臨床産婦人科．��（�），�������，���	．

��）松本清一．母子管理委員会報告．日本産科婦人科学会誌．��（	），��	，����．

�
）松本清一．母子管理委員会報告．日本産科婦人科学会誌．��（	），��	，����．



��� 鈴 　井 　江三子

��）松本清一．母子管理委員会報告．日本産科婦人科学会誌．��（�），���，����．

��）国民衛生の動向．厚生統計協会．�
�，���
．

（平成��年��月��日受理）

��� ������	�
� 	
 �
���	� ���	��

� ���	
�� ������ 	�� ������ �� ���������� �	 �������	� �

����� �����

��������� ��� ��! ����"

�	
 ���� # �$� �$%&'� �& �%(�'���() %� �$�*�+�(�$! $�)���%* +�(�$)! '���(&��&� ��*���)

����	
��

�& ,%�%&! �$� �(%&)����& -(�� �(%�����&%* ���.�-�(/ �� $�)���%* +�(�$) ���� �*%�� *%('�*/ ���( �$(��

���%��) +�'�&&�&' �& ���� 0�*�. %(� �$� '���(&��&� ��*����) %&� (�'1*%���&) �$%� )$%��� �%��(&%*

$�%*�$ �%(� 

�& �$� �%(*/ ����’)! �$� &%���&%* $�%*�$ �%(� )/)��� �&)���1��� 1&���()%* ����(%'�! %&� �1+*�� 2&%&��&'

-�( �����%* �&)���1���&) �&��1(%'�� �$� �)�%+*�)$��&� �- �(��%�� �+)���(�� $�)���%*) 31(�$�(��(�! %

'���(&��&� ��(������ �& ���� (�41�(�� ���.�-�5(1& -%��*����) �� +� %Æ*�%��� .��$ % �$/)���%& 6$� &1�+�(

�- ���.���) -�** �(%)���%**/! %) �$�)� .$� ��1*� &�� -1*2** �$�) (�41�(���&� .�(� -�(��� �1� �- �(%����� 

6$� &1�+�( �- �(%�����&' ���.���) %*)� ���(�%)�� �& ����! %& 1&*1��/ /�%( -�( '���&' +�(�$ 7%&/

-%��*��) %������ �(�'&%&�/! (�)1*��&' �& %��(�8��%��*/ ���!��� -�.�( +�(�$) 7%&/ ���.���) �- �%('�&%*

2&%&��%* )�%&��&' �*�)�� �$��( �(%�����) �$%� /�%( 

6$� 7%��(&%* %&� 9$�*� ��%*�$ ��� -1(�$�( �(���**�� �$� ���*�&� �- ���.�-�(/ +/ (�41�(�&' �$%�

�(�'&%&� .���& )�� % �$/)���%& -�( (�'1*%( %&��&%�%* �%(�! %&� �)�%+*�)$�&' % ��������� �� ���*���&�

��) (������&�%���&) �$(�1'$�1� ,%�%& 6$� '���(&��&� ���$%)�:�� �$� (�)�) %���&��&' �$�*�+�(�$ %&�

�&��1(%'�� �$� �1+*�� �� ��)�� �&� �- �$� '(�.�&' &1�+�() �- �+)���(���%&) �& % �*�&�� %&� $�)���%* �**

�- �$�)� -%���() ��'��$�( $%�� �((���()�+*/ �$%&'�� �$� �/���%* �$�*�+�(�$ �8��(��&�� �& ,%�%& 

9�((�)��&��&�� �� # ����� ����� ;��%(���&� �- �1()�&'! 3%�1*�/ �- ��%*�$ %&� <�*-%(�

%.%)%�� �&���()��/ �- 7����%* <�*-%(�

1(%)$���! ���5���	! ,%�%&

�57%�*# ���������	
�����
���	�	��

�%.%)%�� 7����%* <�*-%(� ,�1(&%* =�* ��! �� �! ���� 	
��	��"


